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（1）農山漁村における再生可能エネルギー発電の導入について�

○　国土の大宗を占める農山漁村は、森林資源等のバイオマス、水、土地などの資源
が豊富に存在し、再生可能エネルギー利用の面で高いポテンシャル。	

○　平成24年7月に開始された固定価格買取制度により、再生可能エネルギー発電の
事業採算性が向上。農山漁村において新たな所得機会の可能性が生じている。�

○国土構成�

○農山漁村における再エネ発電のポテンシャル�

※    どの程度の再生可能エネルギー発電が導入されるかは、それぞれの地域の資源の賦存状況を踏まえ
た発電事業者の判断等によるものであり、上記全てが再生可能エネルギー発電に活用されるわけでは
ない。�
�

　・再生利用困難な荒廃農地の面積：13万ha�
　　　　　　　仮に単純に全てに太陽光発電設備を整備した場合�
      ・年間発電量：820億kWh�

◆太陽光発電�

◆農業用水利施設による小水力�

　・年間発電量：8.9億kWh�
　（未開発の包蔵水力エネルギー及び開発済みの中小水力発電量から試算）�
� ◆バイオマス発電�

　・未利用間伐材（林地残材）の年間発生量：2,000万ｍ３�

　　　　　　　仮に全て木質バイオマス発電に活用した場合�
　・年間発電量：70億kWh�

日本の国土：3,779万ha�
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（資料）国土交通省「平成24年度土地に関する動向」�

農山漁村における再生可能エネルギー資源の賦存	


資源の賦存状況や国土保全等の
観点も踏まえ、木質バイオマス

発電や地熱発電等を実施。�

食料供給等の機能に支障を来さ
ないよう留意しつつ、太陽光発

電や陸上風力発電等を実施。�

地理的条件に応じて、
水力発電や小水力発

電を実施。�

＜主要課題＞�

電源�
（調達区分）�

調達価格�
（税抜）�

買取�
期間�

太陽光�
（10kW以上）  �

32  円/kWh�

20年�

風力�
（20kW以上）  �

22  円/kWh�

小水力�
（200kW未満）  �

34  円/kWh�

既存導水路活用小水力�
（200kW未満）�

25円/kWh�

バイオマス�
（未利用間伐材等）�

32  円/kWh�

バイオマス�
（メタンガス発酵）�

39  円/kWh�

○平成26年度固定価格買取制度の買取価格・
期間の例�

固定価格買取制度の開始	


○平成24年7月より、再生可能エネルギー発電の
標準的なコストをまかなえる価格での買取りを
一定期間保証する固定価格買取制度が開始。�
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種類�
モデルプラントの�
想定出力�

稼働率�
計画から稼働�
までの期間�

太陽光�
2,000kW�

（所要面積3ha）�
13％� 約1年�

風力� 20,000kW�
（2,000kW×10基）�

20％� 約4～5年�

小水力� 190kW� 60％� 約2～3年�

バイオマス�
（木質専焼）�

5,000kW� 80％� 約3～4年�

バイオマス�
（バイオガス）�

50kW� 90％� 約2年�

地熱� 30,000kW  � 80％� 約9～13年�

（2）固定価格買取制度の現状�

※コスト等検証委員会報告書（2011年12月）を元に、一部調達価
格等算定委員会資料を参照。�

電源別の稼働率、計画から稼働までの期間等� 固定価格買取制度の認定を受けた設備容量�

（資料）再エネ設備認定状況（資源エネルギー庁ＨＰより）を基に作成
（平成26年3月末時点）。�

上記のうち�
太陽光発電の�
設備容量の割合�

太陽光発電�
（6572.5万kW）�

95.8％�

その他�
（291.6万kW）�

　4.2％�

メガソーラー�
（3750.9万kW）�

54.6％�

メガソーラー以外�
（2821.6万kW）�

41.1％�

認定を受けた�
再生可能エネルギー�
発電の設備容量の割合�

○　計画から稼働までの期間が短いこと等から、固定価格買取制度の開始後において、太陽光発
電の認定が極めて多い。�

○　太陽光発電設備の設置主体は首都圏企業が多い一方で、地元企業によるものは全体の4分の
1程度。また、その他の電源も含め、地域の農林漁業者など地域の主体による取組事例は、未
だ少ない状況。�

太陽光発電の設置主体（面積ベース）�

（資料）経済産業省「工場立地動向調査」を基に作成
【平成24年1月～平成25年12月の合計】�

�

　　　    なお、分類の定義は以下のとおり。�
　　　    地元企業：太陽光発電設備を設置する市町村

と設置主体の本社所在市町村が一致するも
の。�

                      県内企業：太陽光発電設備を設置する都道府
県と設置主体の本社所在都道府県が一致す
るもの（地元企業を除く）。�

                      東京・大阪企業：設置主体の本社所在地が東
京都・大阪府のもの（県内企業、地元企業
を除く）。�

�

※工場立地動向調査は用地を取得した車を対象に調査
を行っており、必ずしも設備の設置は完了していない。�
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（3）再生可能エネルギーによる利益の地域への還元�

各電源共通�

資本費�

発電設備建設費�

接続費用�

設備の廃棄費用�

運転維持費�

人件費�

修繕費�

土地の賃借料�

諸費（損害保険料など）�

一般管理費�

租税� 固定資産税�

電源特有の
費用�

バイオマス� 燃料費�

所得�

売電収入	


支出	


地権者へ�

市町村へ�

地元企業（施工業者、メン
テナンス請負業者、地域金
融機関等）の事業への参画

により、地域経済への波及
効果も期待。�

地域の主体が参画すること
で、地域の新たな所得獲得
の機会となり得るとともに、

売電利益の活用により、例
えば、地域の農林漁業の発

展に資する取組の推進が可
能に。�

再
エ
ネ
発
電
に
よ
る
利
益
を
地
域
の
活
性
化

に
い
か
に
結
び
つ
け
る
か
が
課
題�

○　再生可能エネルギー発電による売電収入のうち、自ずと地域へ支払われるものは
土地の賃借料や固定資産税等一部にとどまる。�

○　今後の電力システム改革による小売参入自由化により、約7.5兆円の電力市場が
開放されることも踏まえ、地域の資源を活用した再生可能エネルギーによる利益を
どのように地域の活性化に結び付けるかは農山漁村の振興を図る上で重要な課題。�

-3-�※支出は代表的なものを例示�

森林組合等のバイオマス供
給者へ（地域の未利用木材
の場合）�



農地利用	

3%	

林地使用	


13%	


その他	

84%	
  

（資料）経済産業省「工場立地動向調査（平成24年）」を基に作成。�
                      「その他」には、宅地、原野、埋立地、工場跡地を含む。�

太陽光発電設備が設置された地目�

再生可能エネルギー発電設備の地代収入�

10a当たり賃借料�

大規模太陽光発電
（2,000kW級）の賃借料�

15万円�

農
地
の
賃
借
料�

田� 1万2,000円�

普通畑� 1万円�

樹園地� 1万7,000円�

牧草地� 4,700円�

（資料）大規模太陽光発電（2,000kW級）の賃借料は調達価格等算定委員会資料、
農地の賃借料は全国農業会議所「農地情報提供システム」ホームページを
参照。�

農林漁業と再エネ発電設備設置の調整�

○【南日本新聞（平成25年8月24日朝刊）（抜粋）】�
　「増殖する太陽光発電」�
�

・・・再生可能エネルギー電力を電力会社が買い取る制度が、
2012年7月スタートした。以来、農地に太陽光発電設備を建設

する事例が増えている。�
・・・「農業委員会を通じて契約を結び、現在耕作中の農地は、
２種農地であっても転用を慎重にしたいが、その手だてがな

い」・・・�

○【北國新聞（平成24年９月21日  ）（抜粋）】�
　「能登沖が風力発電候補　�
　　　　日立造船、気象協会など洋上で国内最大規模　　�

　　　　　　　来月から輪島、珠洲で風況調査県漁協は反発」�
�

  ・・・これに対し、県漁協は８月２１日の理事会で、事故や水
産資源への影響が懸念されるとして、「洋上風力発電の設置を
前提とするものであれば、風況調査に反対する」と決議し

た。・・・�

（4）農林漁業と再生可能エネルギーによる土地等の利用調整�

○　固定価格買取制度開始後、再生可能エネルギー発電事業のために、各地で遊休地
（公有地、私有地）などの土地需要が増加。農林地等の利用を求める動きも増大。�

○　農林漁業の地域の基幹産業としての位置づけやその多面的機能の重要性を踏まえ
れば、土地や漁港・水域の農林漁業上の利用との適正な調整が課題。�
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（5）再生可能エネルギーに係る合意形成や気運の醸成�

○【SankeiBiz（平成26年5月5日）（抜粋）】�
ご当地エネルギー開発活況　風力、太陽光…「地産地消」目指す�
�

・・・福島第1原発事故以降は、地域の企業や金融機関、市民などの出資でさらに多くのご当地エネルギー事業が生まれて
いる。太陽光や風力のほか、バイオマス、温泉熱など地域独自の資源を活用して発電事業を行い、地域の経済発展や雇用創

出も目指す。�
　今年3月11日には、北海道、青森から長崎、熊本各県まで全国19都道県で地産地消のエネルギー開発事業に取り組む30
超の団体代表が発起人となり「全国ご当地エネルギー協会（仮称）」を立ち上げた。�

　（自然エネルギー市民ファンドの）…社長は「情報やノウハウの交換を進め、分散型発電の流れを地域が中心になってつ
くっていきたい」と話している。�

○　農山漁村において再生可能エネルギー発電事業に取り組むに当たっては、地域の
多様な関係者との丁寧な合意形成が必要。�

○　また、これまで地域ごとに取り組まれていた再生可能エネルギーの取組を全国へ
広げていくためには、全国段階での課題やその克服方法などの情報の共有を進める
ことが重要。�

○【日本農業新聞（平成26年1月11日朝刊）（抜粋）】�
メガソーラー進出「待った」　地元との連携不可欠�
�

・・・（集落内の山の南向き斜面20haに、太陽光発電パネルを設置するとの計画について）斜面は崩れやすく、大雨によ
る土砂で林道は過去に何度も埋まっていた。・・・（自治会長は）「太陽光発電の必要性は理解するが、今回は設置場所が

悪い」と顔をしかめる。�
・・・事業者らでつくる太陽光発電協会は、再生可能エネルギーの固定買取制度の導入をきっかけに、新規参入が相次ぎ
「業界の規模が急激に大きくなり、トラブルが生じやすくなったのではないか」とみる。混乱を避けるために「業者側との

丁寧な説明が必要だ」と指摘、地域の実態に合った計画の推進を提唱する。�
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（6）まとめ�
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①地域への利益還元�

②土地等の利用調整
（特に農林漁業上
の利用）�

③地域の合意形成や
気運醸成�

○　我が国の農山漁村に再生可能エネルギーを導入するに当たっては、以下の3つの
課題に対し、適確な施策を講じる必要。�

農
林
漁
業
の
健
全
な
発
展
と
調
和
の
と
れ
た
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギー

の
取
組
の
拡
大
・
深
化
へ�

�
・地域の主体による再生可能エネル
ギー発電の利益の地域への還元�

�

・地域の未利用資源を積極的に活用し
た再生可能エネルギーの促進�

�

・農林漁業上の利用との適正な調整を
可能にするルールの明確化�

�

・再生可能エネルギーの「地産地消」
の推進�

�

・協議会等の場を活用し、発電事業者
や農林漁業者も交えた合意形成の推
進�

主な課題� 対応の方向性� 目指す姿�



（7）農山漁村再生可能エネルギー法の概要�
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　　�

基
本
理
念�

協議会	


国・都道府県	


基本方針	
（国）	

農林漁業との調和や農林地等の適切な利用調整　等の方針	


・農林漁業と調和した再エネ発電による農山漁
村の活性化に関する方針�
・再エネ発電設備の整備を促進する区域�

・農林漁業の健全な発展に資する取組　等	


設備整備計画（設備整備者）	


申請	


・発電設備の整備の内容�
・農林漁業の健全な発展に資する取組　等	


①市町村�
②設備整備者�
③農林漁業者・団体�
④地域住民等�

農地法、森林法、漁港漁場整
備法等の本来の許可権者が各
個別法の許可基準で判断�

・手続きのワンストップ化�
・農林地等の権利移転の一括処理�

農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の促進は、�
・地域の関係者の相互の密接な連携の下、当該地域の活力の向上及び持続的発展を図ることを旨として
行われなければならない。�

・地域の農林漁業の健全な発展に必要な農林地並びに漁港及びその周辺の水域の確保を図るため、適切
な土地利用調整が行われなければならない。	


基本計画（市町村）	


認定	


特例措置	


○　食料供給や国土保全等の農山漁村が有する重要な機能の発揮に支障を来すことのないよう、農林地等の利用調整を適切に行
うとともに、再生可能エネルギーの導入と併せて地域の農林漁業の健全な発展に資する取組を促進することが重要。�

○　このような取組を進める枠組みを構築する「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に

関する法律」（農山漁村再生可能エネルギー法）が平成25年11月に成立。平成26年５月１日に施行。�

同意	


構成員�



農山漁村再生可能エネルギー法に基づく取組の流れ�

国
呍
都
道
府
県	


基本計画	
  
作成の	
  
検討	


認定	
市
町
村	


発
電
事
業
者	


農
林
漁
業
者	


基本計画	
  
作成の	
  
提案	


基本計画
の作成、
公表	


設備整備	
  
計画の	
  
申請	


設備整備計
画の受付、
審査、協議	


設備整備計画の審査、	
  
協議・意見聴取、同意	


再エネ発電設備の整備	


農林漁業の健全な発展
に資する取組の実施	


指導・	
  
助言	


認定の	
  
取消	


撤去・	
  
原状回復	
  
（必要に応
じて）	
  

設備整備
計画の	
  
作成	


	
  
協議会の	
  
参加	


	
  
	
  
	
  
	
  
	
  

協議会の	
  
設置、基本	
  
計画の項目
の協議	
  

農林漁業の健全な発展に資する	
  
取組等に関する協働	


農林漁業の健全な発展に	
  
資する取組への意見・協力	


農林漁業生産への影響	
  
についての意見	


基本計画作成の提案	
  
（発電事業者として）	


情報提供、助言その他の援助	


発電事業者として、設備整備計画の	
  
作成・申請・実施	



